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Ⅰ　工業化の推移と経済構造の特質

エジプトの工業化と経済成長
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はしがき

エジプトは，中東諸国の中では早くから工業化

を開始し，この面では進んでレる固と言われてし、

るが，国民経済の構造的諸側面や工業化の実態を

分析してみると不均衡な経済発展がみられ，工業

化も全体として順調に進展しているとは言えな

い。このような現状はエゾプトの経済的諸条件に

よることは嘗うまでもないが，内外の政治的・社

会的諸条件が密接にからみあってできたものでも

ある。

本稿では，主としてl郎0年代から70年代にかけ

てのエジプト国民経済発展における構造的特質を

明らかにしながら，国民経済における工業部門の

地位と役割を産業経済政策および開発計画などと

の関連で把握・分析する ζ とを主眼としている。

さらに経済成長と工業化の進展に伴う貿易構造や

業種別・地域別工業構造の変化を分析し，工業部

門の発展方向を全体的に把握しようとしたもので

ある。
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I 工業化の推移と経済構造の特質

エジグトの近代史において，近代化政策が推進

され始めたのは，ムハンマド・アリ王朝（1805～49

年〉になってからである。ムハンマド・ア lJは，

オス fン・ト Fレコからの政治的独立と近代国家へ

の移行を政策遂行の基本目標とし，工業部門につ

いては，その近代化を国家資本で断行する政策を

強力に推進した。とくに1818年ヱジブ。トで最初の

製糖工場が設立され，そのあと1840年から45年の

聞にさらに四つの製糖工場が操業を開始した。ま

た1816年には最初の織維工場が設立され，今日の

ヱジJト繊維産業の基盤が形成された。さらに羊

毛，染料，皮革，精油，精米，製粉，ガラス，化

学，念属などの幼稚産業がつぎつぎと設立されて

いった（注 1)0

他方西欧資本主義列強は，エジプトへの政治

的・経済的進出を企図し， 20-tll:;r,2初頭までには，

完全な植民地支配体制を確立しようとした。とく

にイギリスは，エジプトを自国のランカスター繊

維産業地帯への綿花供給国として位置づit，かっ

特化させた。このようにこの時代のエジプトは，

ヨーロッパ列強への綿花を中心とした原料供給地

となり，さらにヨーロッパ工業製品の販売市場と

しての典型的な権民地型従属経済体制を強制され

たのである〈注2）。
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他方，二EジY ト同内においては，反西欧的な民

族主義運動の高拐の中で， 1922年に立窓制王国が

樹古：され独立を達成した。しかしながらこの政治

的独立も植民地主義的影響の強く残ったもので，

l'iのJI味での独立とはよーいがたし、ものであ ＇） た。

その後30年経過した1952年には革命がおこり，民

族主義的政権が樹立された。その後大統領に就任

したナセルは［アラブ社会主義lや「アラつ、の統

つなどを内外に向かづてI＇［＇.＼尊 L，さらに工ジプ

ト［kj内にあ J Jては，アラブ社会主義者連合による

一 ·＇•:tH却を実施して精力的に社会主義的政策を実施

L fこO

ごの上うな 1二νーノ”ト 1r:IV'l(7）急激な変革のヰI(,

革命前の資本主義的な向山主義経済は廃止され，

Lf I央集権的な国家管理型の経済体質に大きく帯、検

しfこ，，

1!)57年，政府は対外依存かん脱皮した経済自立

をH標にかかげた「工業化5ヵ年i；十l両jJ (1957～61 

{r)を策定・実施し，紡績，機械，化学など製造

業にその投資の大半を集中させる政策を Eったc

そしてこの工業化5カ年計画のもとで，新たに電

球，ラジオ，ケープル，チューブ，医療器械，ゴ

ムタイヤ，鉄道本輔，鉄鋼などの工業生産活動を

開始して国産化を徐々に実施してし、つた唯一3）。

しかしながら政府は投資・資本蓄積などの経済

成長政策と同時に所得の再分配など社会的公正政

策を実施しなければな九なくなり，また，スエズ

戦争な t'による軍事支出の増加で資金不足が深刻

化して工業近代化はおくれていった引4)。

1960年には第 l次開発社両がスゲ』ー卜して［：rJ民

経済の中央集権的な；n-j両i化が進展し，さらに銀

行，保険，運輸，大規模工業など主要企業がつぎ

つぎと国有化されてい v，た。

このような経済社会の推移はヱジプト i司民経済

エジプトのI：業化と経済成長：

に対する［:lij家管理的体質の間定化を促し，官僚支

配による滋多の弊存を発生させる温床となり，そ

の後のエジブ。トの経済運営や工業近代化iこ多くの

問題を残すことになった悦引の

1970年 9月、ナセル大統領の急死のあと大統領

iこ就任したサグトは， 1971年にヱジフ。ト恒久憲法

を制定し，所得倍増10カ年計両，農村近代化政策

などを掲げ，国内経済建設に積極的に取り組んだ

が，スエズ運河の閉鎖，戦争状態による観光収入

減hi:・・幾多の経済的困難で経済再建は軌道に乗ら

江か寸た3 このようなヱジ fトの経済的局面を打

開するため，サグトは197,1，；手4J-:1 110月作業ペー

パーJ(OctoLer Working Paper）を発表し， 「自由

化j と「開放jの政策を推進した。これがし、わゆ

る「門戸開放政策jであり， 1974年以降のヱジプ

トの経済自由化路線の基礎をなした。そして法制

面では新外資法（IL 6，を制定し，（Ii国営企業の活性

化，（2）民間企業の育成，（3）外国企業の投資誘致な

ど経済再建策を推進した。

このような時期に，石油の国際価格が上昇した

ため，エジ7＇トの石油収入は急増した。他方上述

の経済自由化政策による外国民間投資の増大など

で経済は活況を呈し，マクロでみるかぎりおし、経

済成長ーを達成することができた。すなわち門戸開

放政策が打ちlilされる前の1967～73年の時期の実

質年平均経済成長率はわずかに3.9：：：－；：であったが，

1974～77年の時期に入ると7.6弘に増加しさらに

1978～同年の時期では 8～9広と高い成長率に上

昇していったのである。

しかしながら，このi詰レ経済成長の実態を分析

してみると，まず投資先では，農工業など生産部

門と比較して不動産，観光，サービスなど非生産

部門に偏っていたり，高い経済成長の達成も，（1)

石油収入， 12）出稼ぎ労働者送金，（3）スヱズ運河収
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第 1i褒実質問内総生産成長率 19田～78年

(1965年同定価格〕

年 決1一五；一長
1960 ! 

1970 
1973 

1975 
1976 
1977 

（%〉

hネ

3.3 
5.7 
6.3 
2目8

8.9 
9.4 
10.0 
11.5 

（山所） II山 un,Khalid, Egypt Economic l'v!anage・ 

ment in a Period oj Transition, ボルチーモア，

Johns Hopkins University Press, 1980年。
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入，（4）観光収入の寄与が大きな柱となっており，

議工業生産や輸出の拡大など基幹的経済部門の基

盤強化による成長ではないのが実態である。さら

に経済自由化政策を採用したといっても前述のと

おり，中央集権的で非能率な経済体質にかたま

り，国民経済の各部門の生産活動は国営企業がそ

の大半をにぎってv、て民間私的企業の果たす役割

もいまだきわめて小さく，飛躍的経済成長への大

きな障害となっている。また工業部門の実態をみ
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ても織維，食品など伝統的工業部門が機械，金属，

石油他学など近代的工業部門に比較して中心的存

在となっており，近代的工業部門は成長はしてい

るものの相対的に立ちおくれている。しかしなが

ら革命以後の政府の工業化政策をみると，それは

中央集権的な政府管理の国営企業を中核とした工

業製品の輸入代替化政策を推進し，園内産品自給

率をより一層高めようとしたものであった。さら

に工業投資の重点は鉄鋼，機械など量化学工業部

門に置かれ，近代化を進めようとしたものであ 7

た。その結果は当初の政策；意図に反して）I醍調な進

展が見られなかったわけである。

次｝こ仁業化と国民経済の構造的変化との関係

を，（1）国内総生産，（2）財政，（3）国際収支，（4）労働

力，（5）製造業への投資などの視点から，統計指標

を通して考察してみよう。

まず実質国内総生産の成長過程については第1

表にとりまとめたとおりである。これによると，



エジプトの工業化と経済成長

第 4哀間際i収支の推移 1977～例年

！正 分

貿易収支
輸 /11
(:fj Jll) 
約 入

資弘外 l以 ι
受取
（スエズ、逃！Ml
( /-J¥稼ぎ送金）
（官見 〉も）
だ +1、

千年転収支
経＇／；＼＂ Jj児 支
資本収支
総 ｛；－ 収支

1977 

A2,673 
2,042 
(696) 

M,715 

1,160 
2,550 
(,12府）
(897) 
(72潟）

fl!, 090 

,145 
11768 
4:-u 

Al29 

1978 

且3,129
2,170 
(915) 

ι5,3以）

2,032 
:l,457 
(515) 

(1,767) 
(704) 

且1,,125

:-l46 
ι751 
729 

A378 

1979 

114,036 
2,951 
(1,878) 
且6,987

2,558 
4,080 
（部9)

(2,214) 
(601) 

Al,522 

89 
且1,389

712 
107 

（単位： 100万USドル）

19加 I 1錫 仰 ！ 日
且4，引）3 ! 
4,085 
(2,997) 
A8,988 

3,172 
5,340 
(663) 

(2,696) 
(773) 

A2, 168 

97 
ι1,634 
1,056 
901 

114,902 
4,299 
(3, 18<)) 
ι9,201 

3,108 
5，：治8
(7船）

(2,625) 
σ12) 

A2,200 

63 
Ill, 731 
1,184 
11142 

A 5,766 
4,322 
(3,252) 

Al0,087 

2,371 
4,920 
(888) 

(2,198) 
(589) 

A2,549 

63 
113,332 

C/11所） Central Bank of Egyptの内部資料による実績値。。n 19so；おI年のみ 7Jl～6 )Jの会計年度。
は千l]F日デ一年な Ln 

第 4次中東戦争の勃発した1973年の 2.8お成長と

いう低水準を境にして，門戸開放政策下の1975年

頃から国内総生産は上向きに転じ， 101！；，前後の成

長を達成してL、るO さらに産業部門日I］に実質国内

総生産の推作をポしたのが第2表で、あるが，これ

によると，設業部門の成長が漸減傾向をたどって

いるのに対し，運輸・通信のインフラ部門，製造

業・ ii油・鉱業の第2次産業部門，そして商業・

金融の第3次産業部門は1975年頃から急激に成長

しはじめたことが示されてし、る。とくに1975～78

年における製造業・石油・鉱業部門はヱジヅトに

左ってきわめて重要な生産部門たる農業の2.7ι

というffi:i&N:iこ対して， 12.7,＼：；：とがHf去の伸びを

示し，そのうえ総平均の 8.nt：；：成長を大きく上回

っている。

次に最近年の財政事情につかて考察してみよ

う。言う支でもなく，一因。）同民経済の発展にお

いて財政機能の果たす役割はきわめて大きしらこ

のi重要な財政がヱジフ。トにおし、ては慢性的な赤字

基調で，かつ不健全な支/lj！＇円加になっており，均

衡のとれた経済成長と工業近代化の促進にとって

大きな阻害要因となっている。この財政の赤字体

質は，第3去で示されているように，主として補

助金の支出増加，公共料金および生産者・販売者

価格の凍結・統制による収入減などに起肉してい

る削7）。しかしながら，これら補助金などの支出

増加は，今日の貧困なヱジプトの経済社会にあっ

て，低所得者層の生活防衛と社会不安防止のため

にはやむをえざる支出でもあり，削減できなし、の

が現状である。

国際収支面でみると，その恒常的な赤字構造ま

たは外貨不足はヱジヅトの国民経済の発展にとっ

ても工業近代化政策の推進にとっても悩みの種の

一つであった。しかLながら最近年の国際収支の

動きは第4表で示されているように多少は改善の

機運にある。

まず貿易収支面では一貫して大幅な赤字構造で

あるが，従来の綿花・繊維品輸出に代わって石油

輸出が増加し，輸出収入としての貢献度は着実に

増加している。他方，食糧・中間財・資本財の輪

ラ



第5表産業部門別雇用構造 1974～BO"F
(lμ位ー 1,000人，%）

！士業部門 工業部門 流通部門 サービス部門 tミi、 三上
守二

原用者数｜比率雇用者数｜比率 雇用脊数｜比率 雇用許数｜比率 雇用者数比

1974 4,212.4 45.5 1，日RO 16.'.1 l, 288.4 13.9 2,215.5 24.:l 9,243.:l 100.0 
1975 4,217.9 43.9 1,66:3. 7 17.3 1,370.6 14.3 2,354.0 24.5 9,606.2 100.0 
1976 4,067.8 42.2 1,727.0 17.9 1,428.6 14.8 2,422.0 25.l 9,645.6 100.り
1977 4, l(l:l.5 '11.5 1,752.1 17.7 1,494.9 15.l 2,5:15.0 25.7 リ，885.5 100.0 
1978 '1,135.0 40.5 1,886.0 18.5 1,5,12.4 15.1 2,652.5 25.9 10,215.9 100.0 
1979 4,165.0 39.4 2,041.:l ]!1.5 1,580.9 15.0 2,773.1 26.:l 10,560.3 100.0 
1980 4,193.0 :37.9 2, 19'.l. :l 19.8 1,759.2 16.0 2,910.0 2五：i 11,056.6 100.0 

（問所〉 Ministry of Planning (Egypt），“Plan Follow－叩 Report，＇’ 1982年（内部作成i計約。

（注） (1) 工業部門は製造業，鉱業，悠北電力を合む。

(2）流通部門は運輸，通信，交礼金融を含むD

(3) サービス部門は住宅供給，公j主施設，その他サービスを合む。

第6表 l：業部門りjlj雇用情造 1977～79年
（単付：： 1,000人，%）

製造業，石油，鉱業 耳主 ノJ 主主 主主 ノf、, 
r,( 分

潤者数｜比率濯用者数 比率 雇用者数 比 率 雇用者数 比 王手

457.o I 1977 1,247.1 71.2 48.0 2.7 26.l 1,752.1 100.0 

1978 1,297.0 68.8 51.0 ハム． 円I 5:¥8.0 28.5 1,886.0 100ー｛）

1979 l, 351. 9 66.2 60.2 :LO 629.2 ~l0.8 2,(1-11. :1 100.0 

（出所） 第5表と同じ。
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＼

入が急増して貿易収支を悪化させている。

貿易外収支面では海外労働者からの出稼ぎ送

金，観光，スヱズ運河の収入の増加で苔実に黒字

6 

ir両を拡げている。その結果，経常収支函では年守

赤字基調であるが，資本収支面ーでは援助や投資が

増えて黒字基調を持続させている。

是後に，総合収支函でみると，恒常的な赤字が

1979年および80年に黒字に転換し，不安定な要素

を残しながらも上向きの傾向にある。続いて全産

業および工業部門における労働力の推移iこっし、て

考察を加えてみよう。

最初に第 5表によると，全産業iこ占める農業部

門雇用者数のシェアは1974年における45.5おから

80年には37.9おと激減しているO これに対し広義

の工業部門（製造業，鉱業，建設，電力を合む〕は197-1

年16.3ふ， 80年19.8；，＼；：，流通部門は74年13.9,/+,

80年 16.M~r，サービス部門は 74年 24.3Gi:, 80年

26.3ふと増加傾向にあることが示されている。



Ⅱ　開発計画と工業化

次に第6表で狭義の工業部門（製造業，石油，鉱

業）の広義の丁J長部門全体に占める；雇用者数のシ

ヱアをみると， 1977年71.2[,-;:, 79年66.2ぷと漸減

傾向にあるのに対し，電力は77年2.7i:お， 79年3.0

建設は77'i'.f26.l,¥1-, 79年30.自白，と漸増傾向

にあることが示されてL、る。このことは工業化の

過釈で製造業部門の就業機会が伸び悩んでいるこ

とを物語っていると行えよう。

最後に製造$および鉱業部門にi-t寸る投資の動

向を検討してみ上う。

まず激動の了てジ 70ト現代史を次の四つの時期

(It 8）に｜三分し，各期間お上び第 1期開始の1952年

かム第4期終了の76年lこL、たる24年聞の投資の推

移を第7表で分析してみることとしよう。

(I) 1952/fi:l～59/60年（革命政府発足後の経済誠

整の時期）

(2) 1960/61～66/67年（中央計画の時期）

(3) 1967／侃～73年（戦争の時期）

(4) 1974～76年（経済再建の時期）

これによると投資の伸びは，第 1の期間では1.7

倍，第2の期間では1.5倍，第：1の期間ではI.9倍

とほぼ同じ程度の伸びを示したが，オープン・ド

ア・ポリシィ開始の1974年からの第4の期間では

2.4倍と大きく増加したことが示されている。ま

た1952年かん76年の24年間の投資の伸びは19倍に

達した。

(ill) II本貿易振開会科1;i『中東山 l：業化）I 1976 

年 品6～87＇、ーン， TheInstitute of National Plan-

ning, Cairo, Factors ,1jji,cting Public Sector 

Salaries Poli,y in Fgyj>t, カイロ， 197911, 12～14 

f 、一／。

(/J 2) Y；永J,y・伏見ft代子共符『コニシブト その

114 I・.とiiij坊』刊’学新1111社 19771ド 165ベジ。

(/1: :l) I l本貿易振1列会結IU tiii掲市 93べージ。

C/t4) 1＇；永・伏見共許 11iitu戸： 171ベ ジ。

(It 5) fi11 I市 264ヘー γ。

エジプトの工業化と経済成長

(/1: 6) 新外資法は1974年6月， 「アラプならびに

外国資本投資および白由貿易地域に関する法律j (19 

74年法律第43り）として発効しfニ。これは外国資本に

対する規制］を緩和L，優遇措置を与えて外国！白権投資

）！促進をはかり，かっ新しいJ主体！ ~·ノウハウ ｛，： ；~主人 L,

L ジゾト経済の近代化を狙っといる。その後この外資

法:.t1977＇！＇－法律 32号として改JJされた。弓 U）外資法の

正）（才，Lt，“ Law No. 43 of 1974 Concerning the 

Investment of Aral》 a口.d Foγeign Funds and the 

Free Zones as Amended by Law No. 32 of 1977.＇’ 

(?l' 7) Ikram, Khalid, Egypt Economic !v!an-

agcment in a Per・iodof Tηinsition, ,fノレチモア，

Johns Hopkins University Press, 19801ド，：ns～325

~" - ：／。

( 1J: 8) Economic Review (Central Bank of 

Egypt), ~.／＼ 18巻第 3, 4 ~' 1978年， 191ベージ。

II 開発計画と工業化

エジヅトの最初の開発計画は1960年から策定・

実施された1960/61～64/65年の第 1次5カ年開発

計両である。これは当初1960/61～64/65年と1965

/66～69/70年の 2期に分けた f開発10カ年計画j

として計画・実施される予定であったが，前期だ

けが実施されて後期は実施できなかったものであ

る。後期の開発計画が実施できなかったのは，生

産手段の多くを民間部門が所有し．かつ政府が大

部分の新規投資を引き受けて公共部門を拡大しよ

うと Lた当初の基本的構想、が1961年の固有化政策

などによって根本的な変更を余儀なくされたこと

E併せて財政，国際収支の悪化など深刻な経済的

困難によるものであった惟1＼その後政府は後期

5カ年開発計画の一部を修正した7カ年開発計画

(1965/66～71/72年〕を立案・策定した。しかしな

がら，この開発計画も1967年の第 3次中東戦争の

勃発，戦時経済の進行と外貨不足などで実施され

ないままに終わった。続いて1970年にサグト大統

7 



領による「所得倍増10カ年計画Jが立案され， 1973

年 1月から実施される予定であったが，同年10月

に第4次中東戦争が勃発してまたまた実施できな

かった。

その後1976年に5カ年開発計画が立案・策定さ

れたが，これも計両倒れで実施できず，その代わ

りに1978/79～81/82年の5カ年開発計両が策定・

公表された。このように，難産の末実施されたI-.

記の開発計画は， 1979年のエジプ卜・イスラヱル

平和条約締結を契機として，アラブ産油国の資金

流入がとまり，重大な支障をきたすようになった。

そこで政府は同年以降の開発計両を年度計画中心

のローリング・プラン方式に切りかえ， 2年おき

に全体計画を見直すシステムに変更し，今日にお

よんでいる（注2）。

次に1問。年実胞の開発計画（1960/61～64/65年）

と最近年の開発計両（1980/81～84/85年）を対比さ

せながら経済成長との関連で工業近代化の過稜を

統計指標をとおして分析してみよう。

最初に第 I次開発計画についてみると，計i雨期

間中の総投資目標額は15億7700万エジプト・？で

あったが，その投資実績額は 15億 1300万エジプ

ト・？を記録し， 96t'.-"i=の達成率であった。そのう

ち工業・電力部門への投資目標額は 5億7900万エ

ジプト・？でそれに対する投資実績額は 5億1700

万エジプト・官ン， 39；，＜；，－；の目標達成率であった。こ

の達成率は他の部門と比べると最低の達成率であ

った。このように総投資予算額の3n－；を占める工

業・電力部門への投資が計画｛誌を下阿ったのは外

貨不足と資金調達難が主原因であったことは言う

までもない（／t3）。

次に1980年から実艦された開発5力年計画 (19

凶／81～84/85年）についてみると，公共部門の総投

資計画額は200億ヱジプ卜・や，民間部門の総投資

8 

計画額は80億エジプト・？で総計280億エジプト・

？となり，これは第 1次開発計画の総投資額に比

較すると約17倍の大型の規模となった。そのうち

公共部門における工業部門lこ対する投資配分額は

お億ヱジプト・？？で全体の12.s；~；を占めた。他部

門の投資配分額の中で大きなものは，住宅・イン

フラストラクチュア部門45癒エジプト・ fン（22.5

，＇，；：），運輸・通信部門 41{意5ぽlO万ヱジ 70ト・や（20.8

，＇；），農業部門 36億エジプト.pン(18.0弘）の：i部門

で上位；1f立を占め，工業部門は第4伎となってい

るO このことは現在においても政府が工業部門よ

りは農業・社会的間接資本などの経済・社会基盤

強化会電視していることを示している世4)。

次lこ開発計画実行の一つの成果である国内総生

産iこ対する工業総生産の寄与をさらに統計指標で

みながら工業近代化の歩みを検討してみよう。

第お表は1960年から7約年にいたる国内総生産の

推移を示してし、るが，このうち工業部門（鉱・工

業イはll)の生産額と構成比は 1960/61年 2撞部60

7iエジプト・ず（全体の20.9,',;:), 70/71年 6{J意4010

万二Eジァ。ト・や（全体の22.7お入そして78年 18億

創的万エジプト・ 1iン（全体の24.lt；：）と全体として

は伸びている。

さらに第9表は最近年の1976年から80年にいた

る国内総生産の推移を示しているが，このうち製

造業総生産の寄与について検討してみよう。

これによると 1976年の実質国内総生産は 52憶

倒的万ヱジプト・？であったが，そのうち製造業

総生産は 9信1800万エジプト・？で全体の17.4広

であった。これに対して1980年の実質国内総生産

は74億9600万エジヅト・？で，そのうち製造業総

生産は13信 600万エジプトインと総生産額は伸び

たがその比率は同じく全体の17.4ぶであった。ま

た 1976年から 80年の5年間の伸びについてみる



エジプトの工業化と経済成長

〉

率

干

%

一

7
1
2
3
A一
7
9
3
4

一Q
O
A吐
司
A
a
a
τ
o
o

’i
’ihり

凸
汐

ω

2

2

1

1

 

H

ト
’
一
一
一

ン
一
一
比
一

ポ
間
口
一
一

f

i

l

l

－

－

 

下
一
一
額
一

0
0
0
0
0
0
0
0
0

ブ

一

山

L
L
a
6．1
仏
以

3
7

u
－
一
産
一
川
品
開

9
均
出

U
H
2
U出

〉
昨
一
一
生
一

2
1

一
一
小
川
山
「
｜
｜
「
｜
｜
一

I
l
l
i－
－
l
i
l
l－
a

臓

位

一

率

「

：

i

費

単

一

一

5
1
ι
2
1
1
1
5
n
b

素

（

一

一

一

幻

M
4
1
4
5
9
4
0
M

市

民

一

一

一

訪
れ

W
「
L
i
l
l
i－

－

山

穴

一

一

U
川

n
B

一
Z
司
竹

F

l

一
穂
吋

1
1
0
9
6
2
2
1
0

b
f

一ー！？
ι
0．
仏
札

λ
ι
1
ι
Fみ

（

一

同

包

山

7
4
4
1
1
7
2
1
9

一

百

昨

日

勺

S
F
U

－
－

2

1

6

今

一

一

一

抱

一

一

生

一

γ

随

一

一

山

一

一

率

一

一

一

一

・

9
3
5
6
9
5
9
一
O

謹

一

一

一

以

爪

0

．1
弓

L

O
－－
0
．0ι
一
札

制

一

一

2

2

6
一

1

1

一
日
一

内

臼

一

回

一

い

円
同
J

，
／
一

ー

ω
寸
｜
…
I
l
l
i－－
1
I
l－
－
I
l
l
i－－一

nu
－－
z
‘
 

表

1

一
穆
一

7
6
2
2
2
1
0
8
7
5

8

一
一

2
5
2
4
2
5
7
6
7
3

句

第

一

産

一

紛

泊

1
4
山

M
川

出

浦

一

一
一
生
～

1

一

一

業

油

力

投

信

融

宅

益

ス

一

一

一

分

一

石

ビ

一

計

一

一

一

’

通

金

一

一

一

一

一

業

’

’

サ

一

一

一

工

輸

業

他

…

一

一

T

L

f

・

η
一九口一

E

一
農
鉱
帯
地
持
↑
～
運
商
住
公
わ

（出所〕 第 1表と同じ。

2,820.2 1α）.0 7,809.0 100.0 

第9義実質国内総生産 1976～80年（1975年間定価格〕

（単位： 100万エヅデト・ポシ］＂， %) 

1976 I 1977 I 197R I 1979 I 19剖

分（ι判比率l年額百三五｜主主額｜比率同副玉三五｜日記正玄
農業I1,491.0 
製造業I 91s.o 
石油I 220.0 

建設｜却O
力 I 78.o 

運輸，通信 I 316.4 

スエズ運河｜ 95.6 
商業，金融 I 662.0 
住宅I 136.o 
公益I 22.0 
その他サービス l1,085.0 

言II 5,26R.O 'i 

28.311,490.0 
17.4 I 1,001.0 
4.2 I 324.0 
4.6 I 274.0 
1.6 I 86.0 
6.1 I 328.0 

1.8 I 147.0 
12.1 I 711.0 
2.6 I 144.0 
0.5 I 22.0 
20.8 I 1,188.0 

26.1 I 1,561.0 
17.5 I 1,083.0 
5.71 378.0 
4.8 I 287.0 
1.5 I 89.0 
5.7 I 日73目。
2.6 I 172.0 
12.5 I 865.0 
2.5 I 149.0 
0.4 I 25.0 
20.7 I 1,250.0 

I削 0I 5,715.0 I 100.016,232.0 1倒。！山3.0I 100.0 I 

1,661.0 
1,306.0 
604.0 
403.0 
115.0 
406.0 

283.0 
990.0 
176.0 
30 .( ） 

1,522.0 I 

伺 OI 

22.2 
17.4 
8.1 
5.4 
1.5 
5.4 

3.8 
13.2 
2.3 
0.4 
20.3 

100.0 

(ti＼所） National Bani《 ofEgypt，“（；eneral Information，＇’］ 9/Q{j n ( ）（（資料： Ministryof Planning [Egypt)) 

と，実質国内総生産および製造業生産は同じく

1.4惜の伸びであったのに対して石油は2.7倍と大

きく伸びたことが示されている。このことは広義

の工業部門全体の成長に比較して製造業部門が成

長はしているものの停滞的であることを物語って

いると言えよう。

また 1981/82年度において政府は，とくに総投

資計闘額に対する民間部門の寄与率を23.5ぶと設

定し，公共部門の活性化と併せて外国資本との合

弁など民間私企業の積極的な活動を誘導しようと

している。さらに製造業分野に対する直接投資に

ついては，次のような産業への積極的な参加を期

待し，工業近代化を推進しようとしてし必。

(1）食品加工，（2）全自動および半自動製ノミン，（3)

製薬，（4）医療機器，（5）既製販，（6）靴，皮革製品，

(7）金属加工，（8）化学，（9）プラスチック加工，側ゴ

ムゴム製品， (1時建設資材，同農業機械製造およ

び組立，（1幼自動車製造および組立，。4）その他輸送

9 



Ⅲ　工業化と貿易構造の変化

機械の製造および組立，（1司家庭電気製品の製造お

よび組立，（16)木工，（1司製紙，同印刷，出版。

最後に， 1982年実施の新経済社会開発5カ年計

両（1982/83～86/87年〕 ms〕の開発計画と工業部門

との関係について考察を加えてみよう。

最初に総投資計画額についてみると，公共部門

への投資額は261億てジ 70卜.｛＇，民間部門への投

資額は80億エジフ。ト.rノで，合計：！41億エジプト－

f土なっている。そしてこの開発H十画では国民総

生産の年8%引き上げを目標とし，その政策手段

として農業，工業，電力，建設，石油の生産部門

の拡充・強化で目標達成を期待している。すなわ

ち農業3.5~f,"j:，工業9.8~＇；ょ，建設 7.2~ななど生産部

門の成長を計画し，かつ生産部門全体としての伸

びを8.6t立としている。

（注 1) Nyrop, R. F., Area Handbook for 

Egypt，第3版，ワンン Iン D.C., American Uni-

versity, 1976年， 253～256ページ。

(t-t 2) National Bank of Egypt，“General In-

formation”（内部資料）， 1982年， 1～4ベージ； 中

東調査会編『中東・北アフリカイド鯨 1981-82』

198liJ: 416ページ。

(it九） r：永.j}: 1,,( jた;c'; iliitt ,If 275～276ベーシ。

（｛主 4) Fiani & !'armers佐川， Egyjうt Invest-

ment Dirfftory 1.9削除i Statistical Data, ;!1 ,f P , 

1980年， 19ベージ。

（注5〕 『通商弘組員』（口木貿易保興会） 第9882号

1982ff, 8 JJ 271 l 筑）ベージ。

田工業化と貿易構造の変化

前述のように，イギリスの植民支配，政治的独

立と王制の樹立，自由将校団による革命，中央集

権的国家管理政策と主要産業の国有化，度重なる

中東戦争，門戸開放政策とめまぐるしい内外の政

治・経済の変化はエジプトの産業の発展と対外貿

易を決定的に規定した。第 10表および第 11表は

IO 

第10表エジプトの輸出入貿易 1952～78年

（単位 100万エジプト・ポンド〉

l 輸 出（fob)* I 輸出入
輸入主直ft: , ｜抽出｜貿易l収支比率
ー.@LJー…昆その他｜響評 l I C%2-

227.71 126.41 23.81 150.21 t,,77.日 66.0
1鎖）.01116.31 26.31 142.61 t,,37.41 79.2 
164.51 113.ll 30.81 143.91 f:,,20田副 87.5 
187.31 107.41 38.6! 116.0I t.41 出 77.9
186.11 98.91 43A 121.:l' M3.81 76.5 

l!必7 182.6 124.2 473 171.5 且11.1 93.9 
1958 240.2 109.9 56A 166.:1 且73.9 69.2 
1959 222‘2 110.2 50.:{ 160.5 Mil.7 72.2 
196り 232.5 134.7 63.1 197.8 ι；14.7 85.1 
1961 243.8 104.6 64.:-l 168.9 且74.9 69.:1 

1962 300.9 83.9 74.4 158.3 f:,,142.6 52.6 
1963 :198.4 121.0 105.8 226.8 f:,,171. 6 56.6 
1964 414.4 116.6 117.8 234.4 f:,,180.0 56.6 
1965 405.9 146.2 116.9 262.1 f:,,142.8 64.8 
1966 465.5 143.4 119.7 263.1 1:1202.4 56.5 
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1%三年から78年にいたるヱジ7。トの輸出入貿易の

推移と構造の特質を示している。

輸出面では，輸出向け産業を育成し，かつ輸入

代替化を狙ったエジプトの工業化政策にもかかわ

らず， 19世紀から続いている綿花・綿製品中心の

モノカルチュア的輸出構造が1952年の革命以後現

在にいたるまで基本的構造として続いている。し

かしながら輸出商品構成は，綿花，繊維・農産品

などの伝統的商品輸出と併せて工業製品輸出も徐

々に比重を増してきており，製品輸出の多様化も

見出せる。とくに1978年頃になると綿花・綿製品

輸出に代わって原油・石油製品の輸出が増加し始
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（出所） 第10表と同じ。
（注） 1952～55年， 1956～59年， 1960～66年は年平均の数僚の

ーは利用データなしn

め，以後現在にいたるまで輸出商品の中心的な柱

となっている。これはスエズ湾地域などの油田開

発が進み，原油の輸出が一段と進んだためであ

る。他方輸入而では，とくに1975年頃かじ輸入価

格が上昇し，増大する国内需要に支えられて輸入

の規模が爆発的に伸びている。これは消費財需要

の激増や活発な投資需要によるが，とくに最近年

189.91 1似）.0
207.81 1似）.0
351.61 100.0 
344.41 100.0 
289.61 100.。
277.31 100.0 
342，α100. 0 

一， 399.91 JOO.O 
390.81 10り0
361.11 100.0 

920.11 100.。
一I1,539.訓100.0
I 1,489.引 100.0

一 1 1,884.31 100.0 
-i 2,632.21 H約.0

では小麦，小麦粉などの食糧輸入の増加が大きな

原因の一つになっている。したがってこのような

輸出入動向を反映して l952年から78年にいたる貿

易収支は69年とn年の黒字を除いて一貫して赤字

であり，そのうえ輸入増大傾向に組因して輸出入

比事も悪化している。

次に輸出入相手国についてみると，ソ連・東欧
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諸国から欧米諸国へとその比監を移してきてい

る。これはソ連・東欧諸国と締結していた清算貿

易協定がエジプトの欧米接近など国内事情の影響

で破棄されたことや工ジフ。卜の工業近代化の進展

にとって欧米の資本・技術が優先・重視されたこ

とに起因しているの

続いて第12表および第13表から工業の発展に伴

う輸入構造の変化を考察してみよう。これによ

ると政府の輸入代替化など一連の工業政策によ

り，圏内生産に必要な中間財および資本財の輪入

カt一段と促進されたととが示されている。すなわ

ち1952～55年の年平均中間財輸入額は4140万エジ

プト・や，資本財輸入額は6610万エジプト・？で
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節14表総輸出に占める製造業製品輸出U ェア
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あったのに対して 78年では中間財輸入額は 8億

1220万エジプト.1iシで19.9倍，資本財輸入額は 8

億5880万エジプト・？で26.8俗という大きな伸び

となっている。さらに最近年の1980年における輸

入商品の中での重要品目は中間財では鉄鋼（ 2億

倒）万工ゾフ。ト.1iつ，木村〔1億9160万エジフ。ト・や〉，

化学製品（ 1億8田万エジフa ト.rう，資本財では自

動車 Cl億：：！330万エジフ。ト・ 1’），電気機器（6240万エ

ジプトパヒ〕，繊維機械（4500万ヱジプト・ 1;つとな

っている。また総輸入額に占める中間財および資

本財のシェアは，それぞれ1952～55年平均で21.8

4おおよび17.0お，合計38.8),';;,70年では13.5自：fお

よび37.6~立，合計51.lti:, 80年では37.5l,',j:および

21.4ぶ，合計6l.%j:とそのシェアを高めており，

これら用途別輸入貿易構造の変化を通してエジプ

ト工業の近代化の歩みがうかがえる位1¥

他方第14表，第15表そして第16表の統計表を通

して輸出面からみた貿易構造の変化と工業発展の

関係をさらに考察してみよう。

まず第14表によると， 1952年の総輸出額に占め

る製造業製品輸出の割合はわずか 6与であった

が， 1975年には48もなと 8倍の伸びを示し，輸出向



エジ －f I－の1業fヒと正王if¥'成｝く

第15表 にギノトのJtJ注目IJ尚品輸/1¥1952～78斗

（ヰii防了 lOO]jエンゾト・ポ〆 iご，ちら）

原 綿｜似材料｜燃 料り｜謀長官ii, Iその他
｛益1、

i欠｜金制｜比字企制比十：令制比，r金額比十1 余額！比千 {t: 綴比率

1952～55 115,8 7!L5 8,:) 5,7 CL9 ()_6 L61 Ll 145,7 100.0 
1956～59 110.8 69.2 14. I 8.8 2.9 L時 九l.6 19_7 0.8 0.5 160.2 ]()().() 

1960～66 121.5 56目2 15.0 6.9 15.2 7.0 以上1i 23.2 ]4.3 6.7 216.1 1()().0 

1967 121.6 49.4 19.6 日．（） 9.1 :u 87.1 i :15.4 8.8 3.5 246.2 1似｝（）
1968 120.1 44.4 19.3 7 .1 7.8 2.9 117 .9 , 4:~. 7 5.2 1.9 270.:l 100 .0 

1969 1:30. 7 -10A 25.:1 7.8 9.4 7.8 2.4 :12:1.<J 1似）．｛）
1970 J.17. 9 11.7 26.6 約.0 15目白 4.8 140.9 42.5 331.2 100.0 
1971 175.0 51.0 25.4 7.4 2.9 0.8 139.9 ,10.8 313.2 1伐）.0 
1972 162.0 15.2 23.5 6.5 2:1.4 6.5 149.9 I 41.8 :l58.8 100.0 
197:l 191.9 ・B.2 ,t5.2 10.2 11. 7 10.0 1抗2.1. :16.6 444.2 1伐） • f) 

1971 279.1 47.0 :¥9.0 6.fi 日）目1 8.5 224.8 :l7.リ 59;3_3 ］（）（日．（）
1975 201.0 :¥6.7 ,17 .2 日ーら 51 .8 自、・．民‘ 24自.6 ・15.:l 548.6 100.0 
l97(i 154.向 2ι（｝ 72.0 12. l 14リ.l 25.1 219.5 :l6.8 595.4 100.0 
EJ77 128.:l 27.3 78.5 11.8 161 .8 24.2 245.9 36.7 668.5 ' 100.0 
1!l78 l:ll . 5 19 .:l 67 .:J 10.0 18前.6 27.7 292.4 ,J:l .0 679.8 100.0 

(/1¥1珂） 第10夫土 f,i］じり

uu 1リ52～55午， 1956～591r, 1960～66fjーはfj二平均のllfi/（っ

1) 燃料は阿川1お上び石油製品企仔む。

2) イイ油製，111'1 全~まず。

ーは利用データなし。

第16表 L ンノ 1 卜の！Hi釦1JIJ1fij，＼／，輸出 197'.I～80f!.

( lji.伏： lOOJjエジプト・ポン｜、警%）

lぇ うI
金術lI比率金制｜比

燃 料 535.4 •11.6 
！尿 ;111 396.5 :l0.8 1,233 .:li 57 .8 
子｛油製品 138.9 10.8 137 .:l 6.,1 

ik j)I': 1111'1 :-149.8 27.2 4似）.9 18.8 
も.干. ！巳 267.:-l 20.8 296.41 l:lーリ
：＋と 22.1 l. 7 2:1. O! l. 1 
十ニナ＞ . 

10.7 0.8 17.5/ tU¥ 
ガ－ 1）ゾケ

寸レ ./ 、／ 14.4 1.1 27.2/ I.:¥ 
I.!} 鈴 ｛。持也 18.8 1.5 22.T 1.1 
1: rJ) 16.5 1 . :1 1,1.1! 0. 7 

付，l＇、! " 209.3 16. :l 20日時 9.8 llll 

1五1 キ 130 .1 10. 1 l:l5. !) 6.,1 
エー び〉 f也 79.2 6.2 72.9 .l.4 

最繊終仁業製品 151.8 7 .1 
56.0, 4 .:¥ 56.2 2.6 

Ji'!; 維哲ャ三。 8.9 0.7 :Ul 0.1 
Ji桂 :-1.2 0.:1 ()_(i （｝（｝ 
fノレコ－；レJ'l火キト 6.9 0.5 :1. 2 0.2 
！主 革製品 4.7 OA 。1

て ♂） ｛也 113.6 8.8 日7.6 4. l 

d’ ＼ 11,287.81則。Iz, u2.1¥ 1的。
j’ 

( /l¥1Jr) National Bank of Egypt，“Cencral lofor・ 

mation.＇’ 1980fJ' 0 

け産業が徐々ではあるが発！廷し亡きてレ合ことが

うかがえる。さらに第 15友および第 Hi衣による

と， 工業半製品および最終製品の輸出は， 1952～

5Sifの年平均輸出額1910万ヱジブ。ト・ゃに対して

1978年では：d怠9240]-j二Eジ・fト・？と 15.3f去の高

L、f1μびを示すようになサてL、る。また最近年の1!)

80年におけるこj：業半製iもおよび最終製Iも輸出に占

める重要輸／UM,11 C行油製.＇，／，（，： 除く）をみると，綿

糸（ 1億35伺万エジプト.1'入繊維（562（川エジブ。ト・

1勺 ど な づ てL、る。続いて %j';1次オイル・シヨソ

ク後のエジプトの総愉ti＼棋に占める工業半製品お

よび法終製品輸出の割合をみると， 1975年では

,15.:-l；λ，1979 ij，では；11.2t＇ア，そして 1980年では

16.9ふと低落傾向をたどってし泊。これは前述の

とおり石油輸出の激剤でそのシェアを大きく奪わ

れたためである(il:2い

( il 1 ) l¥faliro, R.; S. R副 lwan,The Industrial・ 

,zatiun oゾEgyJ>t1939-・1973, オ y クスソォー i句
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Ⅳ　業種別・地域別工業構造の変化

Oxford University Pres～1976年， 191～ZIOベージ；

Econo川 icBulletin (National Hank of Egypt），第

34巻第 1, 2号， 1981年， 31～36ページ； Economfr

Review (Central Bank of Egypt), 第19巻第 3, 4 

~J. 233～255ベージ。

（注 2) Mabro; Radwan, 向上書， 211～222ベー

ジ， EconomicBulletin, 第34巻第 l, 2ザ， 31～36

ベージ； EconomicReview，第19巻第 3, 4号， 23日

～255ベージ。第14}>'.UJi製造業製，＇，，＇，（こは石油製品を合

むが，第15表およ（f;;f,16夫の l来、ド製品・最終製品に

は石油製品は含まれ口、ないの Lf二がって同年次の｜

長の統計数値はー殺しない。

W 業種別・地域別工業構造の変化

前述のとおり， 1960年代に入ってからの社会主

義的経済体質への転換，それに伴う公共部門重視

政策，そして経済の再建と活性化を狙った1974年

以降の門戸開放政策による経済の自由化，西欧先

進了企業諸国への接近と資本・技術の導入の積極

策，と幾多の変遷を経たエジブ。トのi玉i民；経済動向

を反映して工業の業種別構造も変容を強いられて
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第18表 業種別工業生産額 1952～79年（名目価格〕

（単位： 100万エジプト・ポンド，%）

I 19s;・-1一一一一一｜ 「~；；~川1 … ~9~51 1日sl 19九一－ I伸び率
I I I I I I IC%〕区 分 ｜ 一一……十一一一 ｜「一一一寸一日一i .. 山～ ｜ ー｜ ｜ 
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（出所） Central Agency for Public Mobilization and Statistics, Statistical Yearbook, 1960～79年各年版。
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第19表 :If緒川製造業生産総付加価値額 1970～7811二（名目飯格，要素費用夫示）
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(/JI所） 第 1表と同じ。

し、つfこ（泊三 Il。

第17表から第20表は，これらエジプト国民経済

の進展をベースに変化していった工業の業種別構

造の変化と特質を示したものであるo

まず第17表で公共・民間部門における業種別工

業生産の活動状況を考察してみよう。

これによると紡績・紡織，食品，化学，機械・

金属などエジプト国民経済において基幹的な産業

の生産活動は，その大半が公共部門の企業におい

て営まれていることが示されている。そして木

l二皮革，建設資材など零細で小規模な生産活動

は民間企業が担当してヤるとし、つた構造が示され

C', ' I,;)。一例をあげれば， 1977年の総生産額に占

める公共部門生産の割合は，紡績・紡織製品では

76.61，＇.五，食料品では 78.9肱，化学製品では 72.5

山，機械・金属製品では87自江とな q ており，全体

日79.6ドムι可 241 ｝
 

｛
 

｝
 

（
 

｝
 

1
 

1
 

に占める公共部門生産額の’剖合は71.5／：＇，；：とその過

半数に遣しているのが実状である。

次に第18表の業種別工業生産活動の推移をみる

と1950年代初期に大きなシェアを占めていた食品

加工（46ら〕，紡績・紡織（31.8ぶ）の伝統的工業部

門カ・；－27年後の70年代末期にはそれぞれ：-n.3広およ

びs1.nなとそのシェアを低下させている。これに

対して薬品・化学（回年代初期7.8店＇，；），機械（田年

代初期11.3~＇；i:) の近代的工業部門が 70年代末期に

は，それぞれ12.2~与および22.si~f とそのシェアを

大きく拡大していることが示されてし、る。さらに

1960年から79年の約20年聞の伸び率をみると，食

品加工が6.47倍，紡績・紡織が5.05倍に対して，

薬品・化学は9.1倍，機械は10.17倍と大きな成長

を示している。続いて第19表の業種別工業生産付

加価値観の推移をみても前述の第18表におけるよ

Iラ



錦20褒主要工業製品生産高 19田町駅）年

区 分単位 1·~~~·····1··－~；Iーに工下1973 I 1977 I 1979 I ~o I品主義窃9)_
｜ ｜ ｜ 山り I I 1 I 119回（または附5)

酪精綿 l 山ムzミ〈． 糖日油口ロ 1,000", 105 140 16:1 174 220 l 239 277 264 
l，収納iン 338 100 547 63.1 614 I 632 187 

実 I，側トン 104 148 137 131 166 168 162 
ピ ル 100万似 14 24 24 23 38 34 24;! 
綿糸 1,000ン 102 139 164 183 210 219 236 231 

綿布 100万f;;: 7!.0 722 595 616 6'.J:3 
石けん 1,0似）＇＇＞ 80 97 1:16 143 218 245 :l（渇
自動車タイヤ・
チュー7 1,000例 495 1,201 1,566 1,742 1,996 1,944 2,:344 ,1;,1 

燐酸肥料 1,000トン 213 287 437 462 5U 483 488 2幼
窒素肥料 1,000トン 1,256 1,701 2,584 

自動車 品tコf 、I 、 240 3,:127 3,590 5,591 13,991 15,670 6,529 
トラ ック 614 i 1,031 1,164 1,5]8 1,690 I 2,304 375 
トラクク－ 822 1,192 J, 143 2, 761 2,783 
パ スず， 253 :114 36!l :114 475 552 218 
冷 蔵庫 1,ooot, 20 s1 42 1:15 i 201 1 , ms 

ラ ジ オ 1,000合台 157 148 148 265 223 142 
テレビ 1,000 - 56 64 51 151 249 445 
鉄鋼 1,000 240 j 373 434 566 713 924 967 40:1 
セ メント 1川トシ 1,903I 1.11s 3,684 :1,611 3,232 2,9s1 3,o3s 160 
ヵ ーゾリン 1,0（）（ド 306 85!1 495 % I 1, 52,1 1, 763 1. 951 6:l8 

灯 油］, (HK) 1ノI 370 1 85:¥ : 516 l, l砧 1,5(犯し640 l , 72,1 466 
ガ「λオ ｛Iレ・ I・ 
プ、イーゼル油 I,O(X)ン 588 11 I, 2:lfi ! 55.，り し199' 1,961 i 2,8桜｝ 2,520 ,1'.Z9 

燃料油 1,000～2,734! 4,681 I 1,624 s,050 5,2臼 I 5,536 6,4m i 23s 
一一一一一一

（出所） Federation of Egyptian Industries, Yearbook, 1960～1979年各年版； CentralAgency for Public 

Moliiliiation and Statistics, Statistiml Yearbook, 19仰い1980年各if版。

（汁） はデークが利HJできない。

うな業種別工業の伸びや成長がみられるo最後に

第20表で主要工業製品生産高の動向を検討してみ

よう。

これによると近代的工業部門に属する自動車

（生産高： 60年240台， 79年1万5670台， 65倍の｛申び），

冷蔵庫（生産高： 65i干2万台， 79年20/i7（削九 10.35

倍の｛111び），テレビれI:,ff ;f:j : 65年5Ji60附 f,,79年24

万9000台， 4.45倍の伸び〕，鉄鋼（生産尚： 60年24万ん，

80年96万7000トハ 4.03｛£＇の伸び），ガソリン〔生産高：

ω年；JO刀6000トノ， SOfj.195万10（的人， 6.:m仰の｛中ひコ，

灯油（生産高： 60年，l7Jiトハ剖年1727J41X)O＇〆， 4.6制審

の伸び）など機械，金属，石油部門の工業製品が

国内の根強い濡要に支えられて大きく生産高を増

加させてヤる。これに対して酪農品（'t産高．回年

10万ωωトン， 80年27万7佃0トン， 2.64倍の伸び〉，精糖

16 

〔生産高： 60年33万ω∞トン， 79年63方2000トン， 1.87備の

伸び〉，綿糸（生産高：船年10万2000トン， 80年23万6000

,.>, 2.31倍のMiび）など伝統的工業部門の生産高は

増加はしているものの，これら業種の成長は停滞

的である。

次にエシプトにおける地域別工業の分布状況に

ついて検討してみよう。

言うまでもなく，都市の市場規模，社会的間接

資本の整備状況，生産・販売関連サービスの利用

す1『情などで，｛也の地域に比較して卓越しごし、る大

カイロとアレキサンドリアの両地域に大半の！：業

事業所が集中し，生産活動を営んでいる岨2）。

第21表は1952年および66/67年度の工業生産事

業所数，付加価値額，労働力の主要な地域別構造

を示したものであるが，現在でもこの分布構造は
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工業事業所，付加価値，労働力の地域別分布（1952,1966/67年〉第21•

域山
凹

’十
1
9

値額では全体の72.4~：；：，労働力では全体の65.91;

を占め，過半数に遣している。

次iこ1部6/67年度の工業生産総付加価値の業種

別・地域別の分布状況を示したのが第22表である

これによると多くの業種が大カイロ地域に圧

倒的に集中していることが示されている。

とくに飲料77.2伝，タパコ75.H'X，家具84.9'{;,

印刷93.%；：，非鉄金属77.0お，基礎金属71.2』＇；；：，

金属製品85.8~＇，；：，一般機械：71.6t'，；：，電気機械80.0

~~；：，運輸機械88.6おなどの産業の集中度が極端に

高いことがわかる。アレキサンドリア地域につい

が，

ては，紙82.4ir＂，；：，ゴム 72.31:'>1-，衣料66.%；：の集中

度が高く，スエズ運河地域では石油82.8院の集中

度が非常に高いほかはあまり集中していない。

（注 1) Mabro; Radwan，前掲ぎ， 90～93ベージ L

Ikram，前掲苦言， 240-246ベージ。
（注2〕 Ma bro; Radwan，同上書， 93～96ベージ。
（注3) 業種目I］・地域別工業事業所分布の統計資料

に f ')  L、て， 1966/67'I以降のも「Ht筆者は税局を きな
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基本的には継続していると恩われる惟3）。

これによると， 1966/67年度でみた場合，大カイ

ロ地域では事業所数が全事業所数の51.6ι，付加

価値額では全体の37.7ら，労働力では全体の44.1

山を占め，集中度が高いことが示されている。さ すびむ

これまで各節で考察を加えてきたように，エジ

プトの国民経済の動向は構造的ともいえる欠陥と

17 

スエズ運河地域にも

集中しており，これら上記の 3地域の合計ーでは，

事業所数では全地域の事業所数の71.9院，付加価

らにアレキサンドリア地域，



矛盾を内包しながらも拡大・不均衡発展をしてき

た。とくに1974年の門戸開放政策以降のエジプト

同民経済は60年代から70年代前半にかけてみられ

たような貫苦しく，かっ停滞した状態を脱してむ

しろ明るし、上向きの状態になってきたようにみえ

る。このことは，戦時経済から平時経済に転換し

たことや経済自由化政策による貿易の拡大，外国

資金・技術の導入促進などを？とおして経済活動が

一段と活発化したためである。

すなわち石油収入，スヱズ運河収入，観光収入，

海外労働者送金そして外国資金の流入および外国

援助などがJ急増し，これらの資金が主として園内

投資にまわされて輸入や生産を刺激L，かつ函内

需要を拡大し経済成長を高めたのである。

1974～79年の国内総生産年平均成長率は名Hで

22.n::i:，実闘で 8.おらに達した。このような明る

い上向きの経済現象の裏側では，農業生産の低下

と食糧輸入の急増，財政赤字と補助金支出の増

加，失業者の増加左新規雇用機会の縮小，貧富の

格差拡大と所得分配の不平等化，インフレの高ill;

と物価の騰貴，不動産など非生産部門への投資偏

重，そしてItel常企業の非能率と製品の劣悪化など

暗い経済面の構造的欠陥が最近とみに表面化して

社会不安をかもしだしている。

また前述のようなマクロでみた国民経済の好転

現象は，石油収入，観光収入など国際的な需給事

情や価格変動で左右される不安定なものに主とし

て依存しており，持続的で安定した経済成長と Lt

言いがたい側面も也ってヤるのである。したがっ

て農業および工業など基幹的生産部門の開発拡充

をベースどした自律的拡大再生産の経済成長に転

換させることが肝要であることは言うまでもな

し、。

現在，ムパーラク政権は，サダト前政権時代の西
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欧重視と開放体制jFの経済自由化を基本とした政

策を継承しながらも内外政策ともに軌道修正をし

つつあるっこの中でも，とくに経済問題，とりわ

け生産部門重視の政策を実行；こ移し始めてし、る。

しかしながら，ムバーラケ政権は工業部門の開発

と近代化につL、ては，総花的で重点施策に乏しく，

経済成長のけん引力的地佼や役割をこの部門lこ与

えていない。確かに，今日のエジプト国民経済に

おいては，食極安全保障のための農業の開発，石

油、スヱズ運河，観光など保有資源の開発，住宅

建設と地域開発，そしてインフラストラケチュア

の整備など重要で緊急に実れすべき課題がrli梢み

LてL、ることは理解できる。

しかしながら，政府はさらによか J 婦の仁業郎

[HJの開発と近代化の促進に努力すべきである。失

業，頭脳流出，過剰労働力など労働問題にも悩む

今日のヱジアトにとって，工業部門の開発と近代

化は，声iL、雇用創出の機会を与えて失業を減少さ

せてくれるばかりでなく， i高い付加価値を与えて

同氏所得を刑）JIIさせ，かつ外貨獲得にも役立， ）と

汚えられるからである。

そして工業部門の開発と近代化の推進に、3 ，て

は，前節で極守分析・検討してきた帰結として，

まにヱジデトの伝統的工業部門の繊維・食品加

工などの産業のより一層のiii代化をf)f進させて同

内の供給を増加させ，かつ国際競争力をもたせる

べく努力すべきである。さらに近代的工業部門の

中でもとくに機械・金属・化学部門の重点的投資

を実施して設備・技術の近代化をばかり，かつ輸

入代替と輸出指向の産業に育成させることが肝要

である。

（アジア経済研究所）
調査企阿宗主任調査研究員
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